
 

『生産性向上特別措置法施行 競争力強化法と共に一体的支援』 
 

 ６月６日、「生産性向上特別措置法」が施行された。ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ等の新たな情報技術の社会

実装が世界規模で加速する中、産業の新陳代謝の活性化や更なる生産性向上を目指す。 

 法律では（１）プロジェクト型「規制のサンドボックス」制度の創設：革新的な技術やビジネスモデルの実

証計画を既存の規制にとらわれず速やかに実践できる環境を整備（２）データの共有・連携のためのＩｏ

Ｔ投資の減税等：特別償却３０％または税額控除３％を措置（３）中小企業の生産性向上のための設備

投資の促進：市町村の認定を受けた中小企業の設備投資を支援。固定資産

税の課税標準を、３年間ゼロ～１／２（市町村の条例で定める割合）に軽減する

もの、等の３つを規定している。 

 併せて産業競争力強化法等の一部を改正する法律も成立しており、生産性

向上の施策と連携した支援による効果が期待されている。同改正法にて、業種

を超えた事業再編や事業ポートフォリオの組み換えによる経営資源集中に係

る支援、情報技術の発達に対応した経営手法の導入支援、円滑な事業承継及

び企業再生に係る支援、中小企業倒産防止共済制度の拡充による連鎖倒産

の防止のための措置等が講じられる。同法は６か月以内に施行される予定。 

 

 『観光が成長の主要エンジンに ３０年版観光白書―政府』 
 

 政府は閣議決定した３０年版観光白書の中で、２９年の訪日外国人旅行者数が２，８６９万人で、前年

比１９．３％も増加したことを明らかにした。同年の訪日外国人旅行消費額は４兆４，１６２億円で、同１７．

８％の大幅増。訪日外国人旅行者と消費額の増加は、日本経済に幅広い影響をもたらし、観光が経済

成長の主要エンジンへと変化しつつあるとの見方を示した。 

 白書によると、訪日外国人旅行者の増加は２９年に、越境ＥＣ等を通じて６，０００億～８，０００億円程度

の購買と宿泊業の建築投資約１兆円弱を含む企業の投資などを創出。宿泊業のみならず、素材、機械、

飲料、製菓、交通事業者、外食産業など幅広い業種にインバウンド対応投資を誘発。北海道から沖縄ま

で幅広い地域に波及し、人々の景況感の形成を左右する重要な要因へと変化した。近年の経済成長

に対し、観光の規模（対名目ＧＤＰ比）をはるかに上回る貢献（約２．６倍）をもたらした。 

 他方、３２年の目標へはまだ道半の過程であるとして、目標に近づくことで、観

光の比較優位性や経済成長への貢献度がさらに高まり、日本経済の成長を牽

引する主要産業への変貌が見込まれると予測。そのためにも目標実現に向け

てさらなる高次の施策の展開が不可欠との認識を示した。 

 

 
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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